
 

 

 

平成３０年度事業報告書 

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日） 

 

Ⅰ．会員数・都道府県組織等の動き 

（１）会員数（前期末1,957会員） 

３月31日現在で2,003会員となっている。前期末に比べ46会員の増となっている。 

 

（２）都道府県組織会長の交代（敬略称）  

広島県 （新）兒玉剛司  世羅菜園（株）  

    （旧）高木昭夫  （農）ファーム志和  

山梨県 （新）三森 斉  （株）ぶどうばたけ  

    （旧）田中 進  （株）サラダボウル  

愛知県 （新）三浦基彰  （有）三浦園芸  

    （旧）榎本浩規  （株）グリーンフィールド・エノサン  

千葉県 （新）實川勝之  （株）アグリスリー  

    （旧）井尻 弘  （株）生産者連合デコポン  

鳥取県 （新）山﨑俊宏  （有）みどり農産  

    （旧）北村凱男  （有）いわみ農産  

 

（３）アグリサポート倶楽部（ＡＳＣ）会員の動き（前期末 個人２名、企業158社） 

3月31日現在で個人会員1名、企業会員160社（164口）となっている。前期末に比べ

個人1会員減、企業2会員増となっている。 

 

Ⅱ．会議等の開催状況  

（１）総会 

   ６月21日  第37回総会 

          ○平成29年度事業報告・決算の承認に関する件 

○理事の補充・選任に関する件 他 

   ３月７日  第38回総会（臨時） 

○理事の補充・選任に関する件 他 

（２）理事会 

   ５月30日  第61回理事会 

          ○平成29年度事業報告・決算の承認に関する件 

          ○第36回総会の開催に関する件 

○理事の補充・選任に関する件 

〇表彰事業の廃止に関する件 他 

   ６月21日  第62回理事会 

          ○常務理事の選定に関する件 

   ９月13日  第63回理事会 

          ○平成30年度補正予算の設定に関する件 



 

 

   12月６日   第64回理事会 

          ○選挙管理委員会委員の委嘱に関する件 

   ２月13日  第65回理事会 

          ○平成30年度資金調達に関する件 

    ○平成31年度事業計画・収支予算の設定に関する件 

    ○第38回総会（臨時）の開催に関する件 

    ○理事の補充・選任に関する件 他 

   ３月７日  第66回理事会 

    ○専務理事の選定に関する件 

（３）常任理事会・会員役員懇談会 

４月26日  第１回常任理事会（書面） 

          ○会員の入会について 

５月30日  第２回常任理事会 

          ○会員の入会について 

○謝金に関する内規の改定について 

 ７月５日  第３回常任理事会 

    ○会員の入会について  

９月13日  第４回常任理事会 

          ○会員の入会について 

○組織活動強化対策費交付要領の改正について 

11月９日  第５回常任理事会 

          ○会員の入会について 

   12月６日    第６回常任理事会 

          ○会員の入会について 他 

   １月25日  第７回常任理事会（書面） 

          ○会員の入会について 

   ２月13日  第８回常任理事会 

    ○会員の入会について 他 

（４）監事会 

   ５月25日  第29回監事会 

          〇平成29年度事業及び決算監査 

10月26日  第30回監事会 

          〇平成30年度上半期 事業・活動報告の説明 

          〇平成30年度上半期 決算報告書の説明 

（５）都道府県会長会議 

   ５月29日  第18回都道府県会長会議 

          ○第37回総会議案・政策提言について 他 

   ２月12日  第19回都道府県会長会議 

          ○平成31年度事業計画・収支予算について 

○第38回総会議案について 他 



 

 

（６）ブロック別農業法人組織会長・事務局担当者会議の開催 

   １月15日    四国ブロック（香川県） 

   １月16日    中国ブロック（広島県） 

   １月21日    関東ブロック（東京都） 

   １月22日    北海道・東北ブロック（岩手県） 

   １月28日    九州・沖縄ブロック（福岡県） 

   １月30日    東海ブロック（愛知県） 

   １月31日    近畿ブロック（大阪府） 

   ２月１日    北信越ブロック（富山県） 

（７）委員会・部会等の開催 

４月24日    政策提言委員会 

５月16日    20周年記念事業実行委員会 

５月30日    組織運営委員会、情報戦略委員会、政策提言委員会、経営強化委

員会 

６月22日 組織運営委員会 

９月12日    組織運営委員会 

９月12日    20周年記念事業実行委員会 

10月３日    政策提言委員会 

10月22日    直売所における軽減税率への対応検討ＰＴ、事業提携・承継検討

ＰＴ（政策提言委員会） 

11月16日    組織運営委員会 

２月12日    組織運営委員会、情報戦略委員会、政策提言委員会、経営強化委

員会 

３月８日 20周年記念事業実行委員会 

（８）競争力強化プロジェクトチーム 

  ○品目別検討会（農林水産省との意見交換会） 

  ・第1期（奥原事務次官 平成30年1月～7月） 

分野 第１回 第２回 第３回 第４回 

稲作 １月29日 ４月６日 ５月11日  

野菜 ２月８日 ４月26日 ６月１日  

果樹 ２月28日 ４月13日 ５月18日 ７月12日 

畜産 ２月16日 ４月27日 ６月８日 ７月26日 

有機農業 ４月20日 ６月29日   

日本茶 ５月10日 ７月23日   

  ・第2期（末松事務次官 平成30年12月～） 

分野 第１回 

稲作 12月21日 

野菜 12月７日 

果樹 １月18日 

畜産 １月24日 

 



 

 

（９）事務局担当者会議 

４月27日    都道府県農業法人組織事務局担当者会議 

 

Ⅲ．具体的な事業活動状況 

（Ⅰ）調査・情報活動 

１．情報活動 

（１）農業法人経営関連情報の発信  

○「アグリビジネス経営塾」を作成・発信 

・771号（平成30年4月6日号）から810号（平成31年3月28日号） 

（２）調査レポート等の公表 

○農業法人白書の発行 

○政策動向ニュースの更新 31回掲載 

（３）経営支援関連情報の発信 

 ○「経営支援プロジェクトニュース」を作成・発信 

・平成30年度第１号（平成30年４月３日、香港フード・エキスポ2018） 

・平成30年度第２号（平成30年５月９日、アグリテック・サミット2018） 

・平成30年度第３号（平成30年５月29日、第5回沖縄大交易会） 

・平成30年度第４号（平成30年６月８日、2018 Japanese Foods “Premium” Trade 

Fair in Singapore） 

・平成30年度第５号（平成30年７月６日、外食産業と農業とのマッチング商談会） 

・平成30年度第６号（平成30年10月19日、ＪＡグループ国産農畜産物商談会） 

・平成30年度第７号（平成30年12月４日、タイ食品流通事情視察ツアー） 

（４）FAX等有料情報提供サービスの実施 

 ○30件を受託・発信 

 ・５/７ カラス対策用模型「コナイカラス」のご案内（グレイン・エス・ピー） 

 ・５/８ 米マッチングフェア開催案内（グレイン・エス・ピー） 

 ・６/６ パレード20フロアブルのご紹介（日本農薬） 

 ・６/18 水稲用中・後期除草剤「テッケン・ニトウリュウ」のご紹介（日本農薬） 

 ・７/13 稲作経営における経営戦略に関するアンケート（東京農大） 

・７/24 軟弱地盤補強工法「Ground cell」のご紹介（東京インキ） 

・７/27 大規模肉牛経営における繁殖・肥育一貫化に関するアンケート（東京農大） 

・９/３ 「第141回秋田県種苗交換会」のご案内（秋田市） 

・９/４ 殺ダニ剤「ダニコング」のご案内（日本農薬） 

・９/27 「日本農薬Facebookページ開設」のご案内（日本農薬） 

・10/５ 農業法人の事業承継に関するアンケート（ニッセイ基礎研究所） 

・10/26 「日本農薬 農薬調製支援アプリ」のご案内（日本農薬） 

・10/30 規模拡大の意向に関するアンケート（静岡県） 

・11/５ 農林水産分野の知的財産に関するアンケート（野村ｱｸﾞﾘﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ&ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ） 

・11/22 アグリクのご案内（アグリコネクト） 

・11/29 （再送）農業法人の事業承継に関するアンケート（ニッセイ基礎研究所） 

・12/７ ワイナリー経営仁木町セミナーのご案内（マイナビ） 



 

 

・12/12 「農業労働力確保支援事業」に関するアンケート（パソナ農援隊） 

・12/14 農業経営にかかる税金セミナーのご案内（マイナビ） 

・12/27 農薬に関するアンケート（日本農薬） 

・１/28 「麦栽培向け除草剤エコパート」のご案内（日本農薬） 

・１/31 農業経営に関するリスクマネジメントのご案内（東京海上日動火災保険） 

・２/１ 農薬に関するアンケート（日産化学） 

・２/15 土壌分析装置のご案内（シャープライフサイエンス） 

・２/22 最先端農業用ドローンのご案内（イームズロボティクス） 

・２/28 作付状況・ドローンに関するアンケート（ＪＡ全農） 

・３/１ リモートセンシングのご案内（ファームアイ） 

・３/６ 水稲用初・中期一発除草剤ツルギ250粒剤のご紹介（日本農薬） 

・３/28 ＪＡグループ共同購入トラクターのご案内（ＪＡ全農） 

・３/29 肥料（活性炭、核酸、グルタミン酸）のご案内（マイナビ） 

（５）「会員向け農業情報おまとめ便」の作成・発送 

○第４号を平成30年７月に、ＡＳＣ10会員の商品・サービス情報を全会員に発送 

（第37回総会冊子と同封） 

○第５号は平成31年１月に、賛助会員1会員、ＡＳＣ10会員の商品・サービス情報を

全会員に発送 

 

２．調査活動 

（１）農業法人実態調査の実施（12月８日～：1,254先の回答） 

（２）各種調査等の実施協力 

 ○農林水産省の施策推進に協力 

 ・５/９ 農林水産省職員の農村研修受入れ（12会員紹介/5会員受入れ、経営政策課） 

 ・６/14 知の集積と活用の場協議会イベント（3会員紹介、技術会議事務局） 

 ・７/26 7月西日本豪雨に関する会員の被害状況の報告 

 ・８/６ 米のマッチングミーティング周知（大臣官房政策課） 

 ・９/４ 台風21号に伴う会員被災状況 

 ・９/６ 北海道胆振東部地震に伴う会員被害状況 

 ・10/２ 台風24号に伴う会員被災状況 

 ・11/30 消費税軽減税率対策費補助金の利用状況調査 

 

（Ⅱ）提案・提言活動 

１．農林水産省・政党等への政策提言・要請等 

    ６月21日 「農業の競争力強化に向けたプロ農業経営者からの提言」公表 

    11月６日   平成31年度税制改正要望 

 

２．農林水産省・政党等との意見交換、審議会、研究会への会員の参加等 

（１）意見交換・審議会等 

４月６日   自由民主党：第２回農産物輸出促進対策委員会（藁谷常務） 

４月12日   食料・農業・農村政策審議会企画部会（近藤副会長） 

４月13日   自由民主党：第３回農産物輸出促進対策委員会（藁谷常務） 



 

 

４月25日 大澤経営局長他農林水産省幹部との意見交換（政策提言委員） 

４月26日   規制改革推進会議農林ＷＧ（新潟：藤田氏、山梨：三森氏） 

４月27日   自由民主党：第４回農産物輸出促進対策委員会（藁谷常務） 

５月８日   自由民主党：第５回農産物輸出促進対策委員会（藁谷常務） 

５月10日   規制改革推進会議農林ＷＧ（齋藤副会長、山梨：三森氏） 

５月11日   自由民主党：第６回農産物輸出促進対策委員会（藁谷常務） 

５月14日   食料・農業・農村政策審議会食料産業部会（近藤副会長） 

５月17日   自由民主党：第７回農産物輸出促進対策委員会（藁谷常務） 

５月23日   規制改革推進会議農林ＷＧ（齋藤副会長、山梨：三森氏） 

５月30日 農林水産省との意見交換会（理事、府県会長計30名） 

５月30日   食料・農業・農村政策審議会農業保険部会（熊本：前田氏） 

６月８日   食料・農業・農村政策審議会家畜衛生部会（宮崎：日高氏） 

６月11日 齋藤農林水産大臣面談（山田会長、笠原副会長、齋藤副会長、井

尻理事、事務局） 

６月19日 自由民主党：食料産業調査会（吉永専務） 

７月27日   食料・農業・農村政策審議会食糧部会（山形：平田会長） 

８月３日   食料・農業・農村政策審議会農業農村振興整備部会（茨城：横田氏） 

８月７日   農業分野における小型無人航空機の利活用拡大に向けた検討会

（京都：梶谷氏） 

８月24日 自由民主党：農林・食料戦略調査会、農林部会、農協改革等検討

委員会、農政推進協議会合同会議（堀江常務） 

９月10日   食料・農業・農村政策審議会食料産業部会（近藤副会長） 

９月14日   農林水産省との意見交換会（古川副会長、坪谷理事、矢野理事、

香山理事、埼玉：互会長、茨城：関会長） 

９月25日   農業分野における小型無人航空機の利活用拡大に向けた検討会

（群馬：毛利氏（澤浦氏代理）） 

10月４日   食料・農業・農村政策審議会食料産業部会（近藤副会長） 

10月12日   規制改革推進会議農林ＷＧ（齋藤副会長、新潟：藤田氏、山梨：

三森氏） 

10月19日   日本農林規格調査会（川上理事） 

10月22日   食料・農業・農村政策審議会農業保険部会（熊本：前田氏） 

10月30日   規制改革推進会議農林ＷＧ（齋藤副会長、新潟：藤田氏、山梨：

三森氏） 

11月５日   農業分野における小型無人航空機の利活用拡大に向けた検討会

（群馬：毛利氏（澤浦氏代理）） 

11月６日   自由民主党：農林・食料戦略調査会、農林部会、農林水産関係団

体委員会、農政推進協議会合同会議（堀江常務） 

11月８日   自由民主党：農地政策検討委員会（坪谷理事） 

11月８日   規制改革推進会議農林ＷＧ（新潟：藤田氏、山梨：三森氏） 

11月15日   規制改革推進会議農林ＷＧ（齋藤副会長、新潟：藤田氏、山梨：

三森氏） 

11月27日   肥料取締制度に係る意見交換会（石川：佛田氏） 



 

 

11月28日   食料・農業・農村政策審議会食糧部会（山形：平田会長） 

12月３日   食料・農業・農村政策審議会畜産部会（熊本：前田氏、須藤監事、

島根：松永氏） 

12月13日   農林・食料戦略調査会、農林部会合同会議（茨城：関会長） 

12月13日   肥料取締制度に係る意見交換会（石川：佛田氏） 

12月17日   食料・農業・農村政策審議会果樹・有機部会（石川：井村氏） 

12月19日   農林水産物等輸出促進全国協議会総会（山田会長） 

１月15日   食料・農業・農村政策審議会農業農村振興整備部会（茨城：横田氏） 

１月18日   食料・農業・農村政策審議会企画部会（近藤副会長） 

１月21日   食料・農業・農村政策審議会果樹・有機部会（石川：井村氏） 

１月28日   農産物規格・検査に関する懇談会（齋藤副会長） 

１月29日   日本農林規格調査会（川上理事） 

１月30日   肥料取締制度に係る意見交換会（石川：佛田氏） 

２月13日 農林水産省との意見交換会（理事、府県会長計33名） 

２月18日   規制改革推進会議農林ＷＧ（齋藤副会長、山梨：三森氏） 

２月25日   農産物規格・検査に関する懇談会（齋藤副会長） 

２月27日   食料・農業・農村政策審議会企画部会地球環境小委員会（石川：

井村氏） 

３月６日   食料・農業・農村政策審議会果樹・有機部会（石川：井村氏） 

３月７日   規制改革推進会議農林ＷＧ（齋藤副会長、新潟：藤田氏、山梨：

三森氏） 

３月18日   食料・農業・農村政策審議会企画部会（近藤副会長） 

３月19日   規制改革推進会議農林ＷＧ（齋藤副会長、新潟：藤田氏、山梨：

三森氏） 

３月27日   食料・農業・農村政策審議会食糧部会（山形：平田会長） 

３月28日   食料・農業・農村政策審議会企画部会（近藤副会長） 

３月29日   農産物規格・検査に関する懇談会（齋藤副会長） 

（２）農水省経営局経営政策課打合せ 

   適宜開催（週１回ペース） 

（３）委員等の主な就任状況 

・農林水産省食料・農業・農村政策審議会委員（近藤副会長） 

・農林水産省食料・農業・農村政策審議会企画部会地球環境小委員（石川：井村氏） 

・農林水産省食料・農業・農村政策審議会食糧部会委員（山形：平田会長） 

・農林水産省食料・農業・農村政策審議会家畜衛生部会臨時委員（宮崎：日高氏） 

・農林水産省食料・農業・農村政策審議会果樹・有機部会（有機関係）委員（石川：井村氏） 

・農林水産省食料・農業・農村政策審議会畜産部会委員（熊本：前田氏（委員）、須藤

監事（臨時委員）、島根：松永氏（臨時委員）） 

・農林水産省食料・農業・農村政策審議会農業保険部会委員（熊本：前田氏） 

・農林水産省食料・農業・農村政策審議会農業農村振興整備部会臨時委員（茨城：横田氏） 

・農林水産省GAP戦略協議会会員（近藤副会長） 

・農林水産省産業連携ネットワーク幹事（団体） 



 

 

・農林水産物等輸出促進全国協議会（団体） 

・アグリビジネス投資育成株式会社取締役（常務）、投資審査委員（森顧問税理士） 

・農政推進協議会（団体） 

・公益財団法人食の安全・安心財団理事（山田会長） 

・ロボット革命イニシアティブ協議会（評議員：団体、参与：笠原副会長） 

・TACパワーアップ表彰審査委員会審査委員（山田会長） 

・ＮＰＯ法人日本食レストラン海外普及推進機構 理事（笠原副会長） 

・日本政策金融公庫 農業経営アドバイザー試験外部有識者（笠原副会長） 

・農業経営アドバイザー活動推進協議会構成員（団体） 

・独立行政法人農林漁業信用基金運営委員（川上理事、秋田：宮川会長、兵庫：深山氏） 

・一般社団法人アグリフューチャージャパン理事（山田会長） 

・革新的技術創造促進事業評議委員（専務） 

・農業次世代人材投資事業推進委員会（専務） 

・公益財団法人国際農業者交流協会理事（専務） 

・農の雇用事業審査委員会（常務） 

・契約野菜収入確保モデル事業に係る事業実施主体審査委員会（常務） 

・農作業安全総合対策推進事業検討委員（参事） 

・中古農業機械査定士技能検定委員（参事） 

・農林水産省農業におけるデータ連携基盤整備に向けた幹事会（岸本課長） 

・農林水産省農業分野におけるデータ契約ガイドライン検討会（岸本課長） 

・経済産業省中小サービス等生産性戦略プラットフォーム（団体） 

・日本農林規格調査会臨時委員（川上理事） 

・総務省統計委員会産業統計部会（審議協力者 岸本課長） 

・農産物規格・検査に関する懇談会委員（齋藤副会長） 

・肥料取締制度に係る意見交換会委員（石川：佛田氏） 

・「ホワイト物流」推進会議委員（山田会長） 

・トラック輸送における取引環境・労働時間改善中央協議会委員（事務局長） 

・トラック運送業の生産性向上協議会委員（事務局長） 

・農業技能実習事業協議会（団体） 

・農業特定技能協議会（団体） 

 

（Ⅲ）研修・教育活動  

１．全国セミナー・ブロック交流会の開催 

  ６月21日～22日 全国夏季セミナー（東京） 

  ８月１日～２日 東海４県・長野県農業法人経営情報交流会（静岡） 

８月30日～31日 北海道・東北農業法人WEEK2018in岩手（岩手） 

  ９月10日～11日 中国四国ブロック農業法人協会研修会（岡山） 

  10月29日～30日 北信越ブロック農業法人研修交流会（石川） 

  11月19日～20日 関東ブロック農業法人交流会（東京） 

  11月21日～22日 九州・沖縄地区農業法人シンポジウム（大分） 

  １月30日～31日 近畿府県農業法人組織現地交流会（大阪） 

  ３月７日～８日 全国春季セミナー（東京） 



 

 

２．次世代農業サミット（東京ビッグサイト） 

   ７月２日～３日 第４回次世代農業サミット 166名参加（うち農業者99名） 

   ２月25日～26日 第５回次世代農業サミット 214名参加（うち農業者144名） 

 

３．自主的研究会の開催を支援 

  ４月19日～20日  野菜流通研究会（東海） 

５月22日～23日 やまと凛々アグリネット視察研修会（群馬） 

６月21日    やまと凛々アグリネット総会 

６月22日    先端技術研究会総会、野菜流通研究会総会、酪農研究会 

８月17日～19日 酪農研究会現地視察研修（北海道） 

９月６日～７日 野菜流通研究会（兵庫） 

11月26日～27日 やまと凛々アグリネット視察研修会（静岡） 

１月15日    先端技術研究会 

１月17日    やまと凛々アグリネット「働き方改革」セミナー（東京） 

２月20日～24日 野菜流通研究会海外視察（ベトナム） 

３月８日    先端技術研究会、酪農研究会 

 

（Ⅳ）経営改善支援活動 

１．農業法人の経営診断事業 

日本政策金融公庫から無担保・無保証人でスーパーＬ資金の借入が可能となる「円滑

化貸付制度」の利用を希望する法人に対し、経営診断を実施 

 【表１】経営診断実施法人数の年度別推移             

年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

診断先数 62 79 62 21 ５ 

 

２．従業員等を対象とした会員限定の「傷害保険制度」（保険期間：毎年10月開始～1年 

間）を推進 

 【表２】傷害保険加入利用会員数・利用者数の年度別推移     （３月31日現在） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

利用会員数 93（ 10） 88（  8） 80（  8） 82（  9） 82（  11） 

※カッコ内は業務災害補償保険（平成29年度以前は無記名式傷害保険）の利用数。 

 

３．セーフティーネット活動 

（１）会員限定「食品あんしん制度」（保険期間：毎年4月開始～1年間）を推進 

 【表３】食品あんしん補償制度利用会員数の年度別推移      

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 利用会員数 33 41 40 45 46 

 



 

 

（２）会員限定「家畜再生産費用補償保険」を推進 

  ３月31日現在、16会員21農場が加入（保険期間：毎年3月15日開始～1年間）。 

（３）会員限定「使用者賠償責任保険」を推進 

  ３月31日現在、15会員が加入（保険期間：毎年3月開始～1年間）。 

 

４．相談窓口 

 ○農業経営等の相談（54件、うち信用調査の実施28件） 

 

５．関係機関との連携 

（１）農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構）との連携 

 ４月５日 新理事長（久間氏）面談（山田会長） 

 ６月22日 第37回総会・夏季セミナー 品目別検討会（4分野に研究者が参加） 

 ７月11日 若手研究員農家研修（14会員紹介） 

 ７月19日 農業技術革新・連携フォーラム実行委員会（堀江常務・板垣） 

 11月22日 畜産分野に関する意見交換（4会員が参加） 

 11月26日 農業技術革新・連携フォーラム（日本経団連・先端機構と共催） 

（２）（一社）日本フードサービス協会との連携 

 産地見学交流商談会（10月24-25日・宮城県、３月14-15日・鹿児島県）、外食産業と 

農業とのマッチング商談会「JFフードサービスバイヤーズ2018」（11月13日・東京都） 

の開催を支援。 

（３）日本経済団体連合会（経団連）との連携 

 経済界の技術･サービス･ノウハウといった技術シーズの活用に向けた研究・実証の 

ため、経団連会員企業及び当協会アグリサポート倶楽部会員の企業から技術シーズを 

募集し、正会員農業法人に情報提供を行い、マッチングを支援。 

（４）担い手組織との連携 

構成組織：全国稲作経営者会議、全国指導農業士連絡協議会、全国農業青年クラブ連

絡協議会、農業女子プロジェクト 

  ７月３日 第２回担い手間での意見交換会 

  12月５日 第３回担い手間での意見交換会 

 

 

 (Ⅴ) 人材確保・養成活動 

１．合同会社説明会（インターンシップブース）の開催を支援 

 【表４】平成30年度の開催 

日時 7/15 7/28 9/1 9/29 10/13 10/20 12/8 12/22 1/26 合計 

全9回 場所 大阪 東京 東京 大阪 札幌 東京 東京 大阪 東京 

面談 

人数 
30人 19人 31人 20人 9人 9人 30人 21人 12人 181人 

 



 

 

２．農業インターンシップ学生・社会人紹介（全国農業会議所と共催） 

 【表５】受入法人数・参加者数の年度別推移（3月31日現在）  

年 度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

 受入登録法人数 336 348 428 372 334 

 参加者数（うち社会人） 930（311） 947（302） 809（244） 728（193） 630（175） 

実際に受入した法人数 210 187 163 163 165 

 

３．外国人技能実習生農業研修会の実施                 （3月31日現在） 

 【表６】実施回数・受講者数の年度別推移             （単位：回数/人） 

年 度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

回 数 450 454 501 530 698 848 

受講者数 2,889 2,902 3,187 3,343 3,677（647） 4,190(1,339) 

 ※29年度、30年度の（）内はうち専門級の受講者数 

 

４．外国人技能実習生受入れ 

監理団体として、技能実習1号122名、技能実習2号161名、技能実習3号13名、計296名

を受け入れ（3月31日現在） 

 【表７】技能実習生の年度別推移             （単位：人/法人） 

年 度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

技能実習1号 48        61      67      129 106 122(16) 

技能実習2号       101       122 120 97 123 161(0) 

技能実習3号 ―  ―  ― ― ― 13(0) 

計       149       183   187    226  229  296(16) 

受入法人数        42        42 43 45 48 59(7) 

※30年度の（）内は九州地区の受入人数 

 

５．農作業安全基礎研修会 

○農林水産研修所つくば館やＪＡ全農、（株）丸山製作所の協力を得て、農業法人に就

職して間もない方や安全管理者の方を対象に、農作業安全の講習や農機の取扱い、肥

料・農薬の基礎講習などをカリキュラムとして研修会を実施。 

４月11日（水）～13日（金）農作業安全基礎研修会in茨城(2018) 

    会  場：農林水産研修所つくば館、水戸ほ場 

         参加者数：10名（福島県～鹿児島県までの８法人が参加） 

11月１日（木）～２日（金）農作業安全基礎研修会in青森(2018) 

         会  場：青森市油川市民センター 

        参加者数：16名（青森県内の９法人が参加） 

11月６日（火）～８日（木）農作業安全基礎研修会in滋賀(2018) 

    会  場：ヤンマーグローバル研修センター、米原市新庄公民館 

        参加者数：13名 

（富山県～奈良県までの４法人とヤンマーアグリより参加） 



 

 

11月21日（水）～22日（木）農作業安全基礎研修会in長野(2018) 

         会  場：（有）トップリバー（御代田町） 

        参加者数：31名（長野県の６法人、山形県の１法人が参加） 

11月27日（火）～28日（水）農作業安全基礎研修会in宮城(2018) 

         会  場：ＪＡ学園宮城、アグリソリューションセンター仙台 

        参加者数：10名（宮城県の５法人、福島県の１法人が参加） 

1月24日（木）～25日（金）農作業安全基礎研修会in秋田(2019) 

         会  場：ヤンマーアグリジャパン秋田支店、秋田市文化会館、 

秋田県社会福祉事業団中央シルバーエリア 

        参加者数：25名（秋田県の８法人、青森県の２法人が参加） 

○農林水産省生産局補助事業「平成30年度 農作業安全総合対策推進事業」を受託した

（一社）全国農業改良普及支援協会の協力を受け『農作業安全に関する講演』や『農

作業現場の改善指導』も開催希望を受けて実施。 

 

６．農業労働力支援協議会 

農業人材分野において、ＪＡ全中、ＪＡ全農、農林中金、ＪＡ共済連、全国農業会議

所と連携し、５部会（農業人材確保部会、農作業受委託部会、農業人材育成部会、外国

人技能実習制度部会、農作業安全対策部会）、幹事会、協議会を運営 

８月９日  第８回幹事会・第14回合同専門部会 

８月28日  第７回協議会 

９月５日  「骨太の方針」における新たな外国人材の受入れ制度に関する基本的 

考え方の公表 

11月30日  新たな在留資格に関する情勢報告会 

12月26日  新たな外国人材の受入れ制度に関する説明会 

３月22日  第９回幹事会・第15回合同専門部会 

 

 

（Ⅵ）啓発・普及活動  

１．講師斡旋活動  

○のべ25件実施（敬称略） 

  ６月13日   齋藤 一志    (株)まいすたぁ 

６月21日   柴嵜 喜好    (株)日野洋蘭園 

６月28日   櫃間 英樹    (株)千手 

８月２日   山田 敏之    こと京都(株) 

  ８月９日   青山 浩子    農業ジャーナリスト 

  ９月10日   山田 敏之    こと京都(株) 

  ９月10日   納口 るり子   筑波大学 

  10月26日   福原 昭一    (有)フクハラファーム 

  11月７日   嶋﨑 秀樹    (有)トップリバー 

12月12日   齋藤 一志    (株)まいすたぁ 



 

 

  １月16日   福永 庸明    イオンアグリ創造(株) 

  １月18日   高橋 仁     (株)関東地区昔がえりの会 

  １月29日   荻原 昌真    (有)信州ファーム荻原 

  ２月６日   木村 誠     (株)HATAKEカンパニー 

  ２月６日   山波 剛     (有)山波農場 

  ２月７日   秋竹 俊伸    (株)早和果樹園 

  ２月14日   福原 昭一    (有)フクハラファーム 

  ２月20日   星野 高章    (有)農園星ノ環 

  ２月21日   嶋崎 秀樹    (有)トップリバー 

  ３月18日   村上 一幸    農業経営支援センター 

  その他、事務局役職員による実施 ５件 

 

２．ファーマーズ＆キッズフェスタ 

  ４月13日（金） ファーマーズ＆キッズフェスタ実行委員会 

６月15日（金） ファーマーズ＆キッズフェスタ実行委員会 

８月９日（木） ファーマーズ＆キッズフェスタ実行委員会 

９月７日（金） ファーマーズ＆キッズフェスタ実行委員会 

10月23日（火） ファーマーズ＆キッズフェスタ実行委員会 

11月10日（土）～11日（日）第９回ファーマーズ＆キッズフェスタ2018開催 

        出展ブース数：114コマ（88社・団体） 

        来場者数：54,180人（2日間） 

12月13日（木） ファーマーズ＆キッズフェスタ実行委員会 

２月22日（金） ファーマーズ＆キッズフェスタ実行委員会 

 

（Ⅶ）組織活動強化対策  

１．都道府県農業法人組織（支部）総会等への役職員の派遣 

   ４月19日 長野県農業法人協会総会（板越課長） 

   ５月18日 鹿児島県農業法人協会総会（吉永専務） 

５月24日 神奈川県農業法人協会総会（岸本課長、田畠調査役） 

５月25日 長崎県農業法人協会総会（中澤参事、板越課長） 

６月４日 石川県農業法人協会総会（山田会長、名取課長代理） 

６月５日 うつくしまふくしま農業法人協会総会（斎藤副会長、平井） 

６月６日 岩手県農業法人協会総会（平井） 

６月６日 彩の国埼玉農業法人協会総会（藁谷常務、岸本課長） 

６月６日 熊本県農業法人協会総会（中澤参事） 

６月11日 宮城県農業法人協会総会（吉永専務） 

６月13日 島根県農業法人協会総会（吉永専務、田畠調査役） 

６月20日 茨城県農業法人協会総会（藁谷常務） 

６月25日 山梨県農業法人協会総会（岸本課長） 

６月25日 岐阜県農業法人協会総会（板垣調査役） 

６月26日 千葉県農業協会総会（岸本課長） 



 

 

６月26日 京都府農業法人経営者会議総会（吉永専務） 

６月27日 宮崎県農業法人経営者協会総会（吉永専務、板越課長） 

６月28日 京都府農業法人経営者会議総会（吉永専務） 

７月４日 うつくしまふくしま農業法人協会役員会（平井） 

７月10日 福岡県農業法人協会総会（古澤） 

７月24日 山口県農業法人協会総会（吉永専務、田畠調査役） 

７月25日 栃木県農業法人協会総会（吉永専務、綿貫調査役） 

８月１日 滋賀県農業法人協会総会（板垣調査役） 

８月２日 広島県農業法人協会総会（吉永専務、田畠調査役） 

８月７日 北陸三県農業法人協会連絡会（吉永専務、名取課長代理） 

８月10日 山形県農業法人協会総会（山田会長、高須課長） 

８月27日 鹿児島県農業法人協会理事会（吉永専務） 

８月29日 北海道・東北農業法人WEEK（山田会長、斎藤副会長、高須課長） 

８月30日 奈良県農業法人セミナー・交流会（吉永専務、佐伯） 

９月10日 中四国ブロック交流会（堀江常務、山中事務局長） 

９月19日 みえ農業法人会 第２３回通常総会（堀江常務、板垣調査役） 

10月11日 熊本県農業法人協会オリエンテーション（吉永専務） 

10月12日 茨城県農業法人協会研修会（山中事務局長） 

10月29日 北信越ブロック交流会（山田会長、堀江常務、岡田） 

11月14日 北海道農業者サミット（山田会長） 

11月14日 熊本県農業法人協会20周年記念祭（近藤副会長、高須課長） 

11月21日 九州・沖縄ブロック交流会（山田会長、堀江常務、中澤参事） 

12月４日 山形県農業経営者セミナー（堀江常務） 

12月14日 群馬県農業法人等交流セミナー（佐伯） 

12月19日 岐阜県アグリマネジメントカフェ2018（板垣） 

１月10日 秋田県農業法人協会新春放談会（板越課長） 

１月16日 千葉県農業協会新春賀詞交歓会（名取課長代理） 

２月20日 北海道農業法人協会総会（高須課長） 

３月１日 鳥取県農業法人協会総会（吉永専務） 

３月４日 富山県農業法人協会総会（堀江常務） 

３月13日 群馬県農業法人協会総会（板越課長） 

３月14日 青森県農業法人協会総会（高須課長） 

３月20日 新潟県農業法人協会総会（嶋崎理事） 

３月26日 福井県農業法人協会総会（嶋崎理事） 

 

２．関係機関総会等への役員の派遣 

５月16日 日本フードサービス協会総会（山田会長） 

５月30日 全国農業委員会会長大会（山田会長） 

５月31日 日本経済団体連合会総会交流会（山田会長） 

７月５日 食農ビジネスフォーラム2018（山田会長、笠原副会長、近藤副会長） 

９月10日 山形県認定農業者協議会（山田会長） 



 

 

１月７日 全農賀詞交歓会（笠原副会長） 

１月15日 日生協賀詞交歓会（近藤副会長） 

２月１日 香川県農業経営者協議会50周年記念大会（山田会長） 

２月７日 全農手取り最大化成果発表会（山田会長） 

３月12日 第13回JAグループ国産農畜産物商談会（山田会長） 

 

（Ⅷ）委託・補助事業関係 

１．平成30年度農業経営支援全国委託事業（農林水産省経営局委託事業） 

都道府県に設置された農業経営相談所に対して専門家や窓口担当者に対する研修

会等を実施し、相談所の活動を支援する事業。研修会の企画・教材作成、事例集作成

は日本農業総合支援機構（J-PAO）に一部委託。 

（１）専門家向け研修、窓口担当者向けセミナーの実施 

○教材作成プロジェクト会議 ６/13、８/９、９/13 

農業経営の基礎的な知識が全体的に習得できるテキストおよび映像教材を作成。 

テキスト教材は研修・セミナー参加者を中心に都道府県農業経営相談所に配布。 

内容 講師（執筆者） 講義時間 

【専門家向け研修科目】 １０科目 
農業業界動向～農業を取り巻く概要～ 
農業経営の特徴～持続性ある農業経営を目指して～ 
農業施策～農業者を支援する施策について理解する～ 
農業特有の制度 
支援の仕組み～農業者には様々な支援組織がある～ 
農業における事業承継 
農業における法人化 
農地制度 
労務管理～農業には他産業にない様々なルールがある～ 
農業における会計・税務 

 
大石正明 
村上一幸 
村上一幸 
高田裕司 
大石正明 
村上一幸 
森 剛一  
高田 武 
入来院重宏 
森 剛一 

約２時間 

【相談窓口担当者向けセミナー科目】 ２科目 
相談担当者の基礎知識 
相談対応のポイント 

高田裕司 約１時間 

○研修・セミナーの開催 

教材を使用した学習および様々な農業経営支援事例を用いたケーススタディ学  

習をワークショップ形式で実施。全国の都道府県のうち、開催を希望する４０の都

道府県で実施。 

開催タイプ：① 専門家向け1日、窓口職員向け1日の2日間で実施   10回 

② 専門家向け研修（窓口職員も出席）を実施      15回 

③ 窓口担当職員向けセミナーを実施       12回 

④ 午前に担当職員向け、午後に専門家向けのケーススタディを実施  3回 

担当講師：高田裕司氏（中小企業診断士、J-PAO上席コンサルタント） 

大石正明氏（中小企業診断士、農業経営アドバイザ-、農業経営支援センター所属） 

村上一幸氏（中小企業診断士、農業経営上級アドバイザ-、農業経営支援センター所属） 

（２）農業経営相談等における深掘り調査 

    これまで農業経営支援を行ってきた機関、専門家等において、相談対応における

トラブル事例やその対応等、今後の相談活動に資する事例を収集。 



 

 

○深掘り調査プロジェクト会議 ８/６、１/25 

○現地調査 ６/27 福島県農業会議、6/29 神奈川県よろず支援拠点、 

７/５ 福岡県商工会連合会・西日本シティ銀行、10/1 埼玉県農業会議、

10/10 京都府農業会議 

○現地調査に加え、農業経営支援経験の豊富な専門家の助力を得て収集した20事例を 

 「農業経営相談事例集」としてとりまとめ、都道府県農業経営相談所に配布。 

 

 

２．女性が変える未来の農業推進事業（女性の活躍推進に取り組む農業経営体への支援、

農林水産省経営局補助事業） 

（１）検討委員会の開催（研修教材の開発、セミナー開催に関する技術的助言及び実施内

容の検証） 

○第１回（５/31）：セミナー内容、研修教材テーマ等について協議 

  ○第２回（７/25）：セミナーのプログラム内容、テキスト・映像教材について協議 

  ○第３回（１/28）：テキスト・映像教材について協議 

  ○第４回（３/12）：完成版テキスト・映像教材報告、事業総括 

（２）経営体・管理職を対象とした女性農業者が働きやすい環境整備に係るノウハウを習

得するためのセミナー開催（全国８ブロック各２回開催） 

【開催結果】 

北海道：12/13・２/18、東北(宮城)：11/14・１/16、北陸(新潟)：10/12・12/10 

関東(茨城)：10/17・12/３、東海(静岡)：９/20・11/13、近畿(奈良)：11/22・１/22 

中国・四国(岡山)：11/１・12/18、九州・沖縄(福岡)：９/18・11/16 

（３）家族経営におけるワークライフバランスの実現に向けた夫婦向けのセミナー開催

（全国８ブロック各１回開催） 

【開催結果】 

北海道：10/25、東北(岩手)：12/７、北陸(新潟)：10/11、関東(茨城)：11/27 

東海(静岡)：９/19、近畿(京都)：11/21、中国・四国(香川)：11/20 

九州・沖縄(大分)：12/21 

(４）農業経営体における人材育成プログラム、ワークライフバランス制度、職場・労働

環境の改善の各テーマを内容としたテキスト・映像教材の開発、ＤＶＤ等電子媒体で

の配布 

→ テキスト教材「農業版 女性が働きやすい職場づくりポイントガイドブック」、映

像教材「ポイントガイドＤＶＤ」を製作。都道府県・関係団体等へ配布し、ホーム

ページでも公開。 

 

３．平成30年度農業資材に関する外国調査委託事業 

(１）検討会の開催(調査項目の検討、調査結果の共有等） 

  ○第１回(７月12日）：調査項目の検討、国内事前調査・アジア調査の打合せ 

  ○第２回(８月22日）：アジア調査結果の共有と北米調査の打合せ 

  ○第３回(10月31日）：北米調査結果の共有と欧州調査の打合せ 

  ○第４回(１月16日）：欧州調査結果の共有と３ヵ国調査報告の取りまとめ 



 

 

(２）調査 

  ○国内事前調査 ：北海道（帯広） ７月13日 

○アジア調査 ：中国   ７月20日-23日 

  ○北米調査 ：米国   ８月29日-９月３日 

  ○欧州調査 ：イタリア   11月６日-11日 

 

４．農業の生産性向上のためのコンサルティング等業務に係る支援業務 

製造業の「カイゼン活動」等のノウハウを応用し、業種、業態別に抽出した具体的

な労働生産性向上ノウハウを全国の中小企業・小規模事業者・サービス業に展開する

事業として農林水産省経営局から（株）日本能率協会コンサルティングが受託。当協

会へ一部再委託。 

  (１）重点支援先選定に係る助言(会員６先選定） 

  (２）研修会開催に係る概要設定(全国6会場で開催） 

    

  (３）事業周知に関する支援(農業関係団体及び農業者への周知） 

○11月12日付で関係先等へ開催案内、ＨＰ掲載 

都道府県農業法人組織、全国農業会議所(稲作経営者会議ほか）、日本政策金融

公庫、全国指導農業士連絡協議会、全国農業青年クラブ連絡協議会などの関係機関

へ情報共有。 

1⽇⽬ 2⽇⽬ 3⽇⽬ 4⽇⽬

北海道

(帯広市)

酪農

露地野菜

2018年

12⽉14⽇

2019年

1⽉12⽇

2019年

1⽉19⽇

2019年

2⽉22⽇

宮城

(仙台市)

稲作

果樹

2018年

12⽉14⽇

2019年

1⽉8⽇

2019年

1⽉25⽇

2019年

2⽉16⽇

東京

(中央区)

露地野菜

酪農

2018年

12⽉14⽇

2019年

1⽉7⽇

2019年

1⽉18⽇

2019年

2⽉9⽇

愛知

(名古屋市)

施設園芸

稲作

2018年

12⽉13⽇

2019年

1⽉9⽇

2019年

1⽉21⽇

2019年

2⽉15⽇

広島

(広島市)

果樹

施設園芸

2018年

12⽉22⽇

2019年

1⽉8⽇

2019年

1⽉21⽇

2019年

2⽉15⽇

⿅児島

(⿅児島市)

露地野菜

施設園芸

2018年

12⽉11⽇

2019年

1⽉9⽇

2019年

1⽉30⽇

2019年

2⽉20⽇

開催地区 対象品⽬
開催⽇


